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１．公立病院の現状と経営強化プラン
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○前回のガイドラインからの外部環境の変化：

１）各地方自治体が策定する経営強化プランは、2022年度又は2023年度中の策定

が求められ、2027年度までの期間が標準とされていた。当時はデフレが20年以上続

いており、デフレからインフレ（人件費・材料費、建築費高騰等）への対応が想定され

ていなかった。

２）医業収益は増加しているものの医業費用、とくに職員給与費の増加、材料費、光

熱費などの増加により医業収支が悪化している。多くの公立病院は人事院・人事委

員会勧告に準拠して、職員給与を4月に遡及して増額しているが、診療報酬のベー

スアップ評価料とリンクはしておらず、病院負担が大きい。公務員の賃上げ原資は、

各自治体が交付税措置を受け行うものであるが、病院においては診療報酬のベース

アップ評価料が原資となる。現状、人事院・人事委員会勧告に見合うだけの診療報

酬は確保されておらず、病院の負担が大きい。
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• 経常収支赤字病院が６８４/８４１（８１．２％）と大多数だが、黒字病院
は１５８/８４１（１８．８％）あることになる。地方独立行政法人病院は他
の経営形態よりも黒字病院の割合が高い。また、一部適用・全部適
用の病院の中には基準外繰入により見かけ状黒字になっている病院
も散見される。地独法病院は人事院・人事委員会勧告を必ずしも順
守する必要はない。

• 経営形態の見直しで指定管理者制度の導入について、民間的な経
営手法の導入が期待されるとある。しかし不採算医療や政策医療の
安定的かつ継続的な提供を損なうおそれがあるデメリットもしっかり書
かないと誤解を与える。また、非公務員となり職員給与を下げるにあ
たり、その差額分を5年間にわたり自治体が負担しているケースもあ
る。

7



8



各経営形態のメリット・デメリット
経営形態 分類 メリット デメリット

一部適用 公営型
○政策医療や不採算医療を比較的確

保しやすい

× 経営の責任者は設立団体の長
であり、行政の予算制度や職員
定数の制約を受ける

全部適用 公営型
○事業管理者に予算・人事権等の権

限が付与され、より自律的な経営が
可能

× 事業管理者の実質的な権限と
責任の明確化を図らなければ、
不徹底に終わる

指定管理
公設民営
型

○民間ノウハウを活用
× 不採算医療や政策医療の安定

的かつ継続的な提供を損なうお
それ

民間譲渡 民営型 ○経営自由度が最も高い
× 採算性の観点から事業の撤退・

縮小のおそれ

地方独立行政
法人
（非公務員型）

その他
○予算・財務・契約、職員定数・人事

などの面でより自律的・弾力的な経
営が可能

× 移行・設立時の負担（債務超過
の解消、退職給付引当金計上
など）が大きい

出典）総務省「地域医療の確保と公立病院の推進に関する調査研究会」（平成29年12月）を講演者が一部補足又は簡略化して作成 9



• 経常収支比率及び修正医業収支比率に係る目標

● このため、当該病院が担っている不採算医療等を提供する役割・機能
を確保しつつ、対象期間中に経常黒字（経常収支比率が100％以上）化す
る数値目標を定めるべきである。その上で、修正医業収支比率についても、
所定の繰出が行われれば経常黒字が達成できる水準となるように数値目
標を定め、その達成に向け、本業である修正医業収支の改善に向けた取
組を進めるべきである。

● 仮に対象期間中に経常黒字化する数値目標の設定が著しく困難な場
合には、経常黒字化を目指す時期及びその道筋を記載する。

⇒ ⑴③の機能分化・連携強化及び⑶経営形態の見直しにおいて、特に
十分な検討を行うよう求めている。

※一律に経常収支に黒字化を求めることには限界がある

公立病院経営強化プランの記載事項 ⑩
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２．新たな地域医療構想と公立病院
経営強化プランの関係について
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• 地域医療構想とは、医療法に基づき都道府県が策定するもので、各
地域で必要な医療提供体制の将来像と医療機関の役割分担を定めた
構想。

• 2040年は、地域によって様相は異なるが団塊ジュニア世代が75歳
以上に達し、さらに85歳以上の超高齢者人口が全国的にピークを迎
える年である。同時に、少子化の加速によって医療や介護を支える
生産年齢人口が減少する年でもある。

• 従来の地域医療構想（2025年目標）が「病床の機能分化・適正
化」を中心としていたのに対し、新たな地域医療構想策定ガイドラ
インは、2040年をターゲットに据え、入院だけでなく、外来・在
宅・介護連携・人材確保までを含む地域における医療提供体制全体
の一体改革へと進化した。あらたに病院全体の役割を示す5つの
「医療機関機能」という考え方が新設された。

• 手術件数や救急受入数、患者の流出入といった自院の診療データを
分析、2040年の地域医療の中で自院がどのような機能を提供すべ
きかを見据えた、「中長期の経営ビジョン＝公立病院経営強化プラ
ン」（公立病院）の策定に着手する必要がある。
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日本経営濱中講演資料 16
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３．持続可能な地域医療提供体制のあり方
とその確保方策

21



公立病院への期待と批判

公立病院への期待として、「地域医療の中心」、「地域医療の最後の砦」、「地域医療機関
の支援」、「高度先進医療の担い手」というようなことが挙げられる。特に、政策医療につ
いては公的使命にかなっているとも言える。
一方で、「累積債務」や「赤字経営」に対する批判があり、公営であるべき理由は何かとい
う、公立病院としての存在理由に関わる疑問も提起されることもある。 22



生き残れる公立病院とは？

地域住民が必要とする病院

地域になくてはならない病院

医療の質と経営の質―
Double Winnerを目指して

23



目指す方向

経営の効率化
数値目標を定め、収入確保や経営節減に取り組む
診療報酬改定への対応、加算の取得、職員の意識改革
病床機能の最適化、ダウンサイジング

経営形態の見直し
病床規模や事業環境を踏まえ最適な経営形態を見直す
地方公営企業法の全部適用 診療所化／介護施設化
地方独立行政法人 指定管理者制度等

機能分化・連携強化 各公立病院が担う役割や機能を見直し、明確化・最適
化した上で病院間で連携を強化する。再編・統合、
ネットワーク化 地域医療連携推進法人の構築

出典）総務省「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化ガイドライン」（令和4年3月）を講演者が一部補足又は簡略化して作成
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令和8年7月1日現在
66の地域連携推進法人
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○前回のガイドラインからの外部環境の変化

・デフレからインフレ（人件費・材料費、建築費等）への対応

・コロナ感染症後の患者減・病床利用率減がコロナ前に戻らない

・自然災害が各地で頻発（自治体病院が災害拠点の中心病院）

・急激な人口減少と医療従事者（看護師等）の不足

• ○検討事項

・コンサルタント丸投げの計画策定にとどまっていないか

・ガイドラインが職員に浸透していないのではないか

・一律に経常収支に黒字化を求めることには限界がある

・地域医療構想調整会議は機能しているのか（調整弁の自治体病院）

・患者数増、利用率アップの目標数値設定は医療圏の患者の食い合い

公立病院の経営強化に関する検討会 課題と検討事項
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病院長の心得

• 職員満足度が向上しなければ患者満足度は上がらない。

• 教育・研修は運営の柱である。

• （定年）退職時に、忙しかったけれど楽しく勤務でき
て幸せであったと思える病院を目指す。

• 職員が自病院を愛して、motivation高く楽しく働け
る病院を目指す。

• 公立病院の矜持：今後人口が減少しようとも、地域に
真に求められる存在意義（＝病院必要度）を高めるこ
とが公立病院の使命である認識。
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